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Synopsis 
 

The apparent diffusion coefficient of chloride ion in concrete Dap is an essential parameter for the 
performance based design of reinforced concrete structures in which chloride induced deterioration 
occurs. In this study, data of Dap were gathered from both concrete specimens and existing port 
concrete structures, the types of which are open-typewharf, quay wall, and breakwater. The effects 
on Dap were investigated for some factors. The conclusions are as follows:  
1) Dap in port reinforced concrete structures varied widely.  
2) Obtained Dap from both concrete specimens and existing port concrete structure had a good 
correlation with pore volume in concrete, which was simply measured by weight measurement at the 
saturated and dried condition of concrete. Therefore, Dap can be estimated by this simple method.  
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要  旨 

 

本研究では，港湾コンクリート構造物において，塩害による鉄筋腐食照査を行うために必要であ

る見かけの塩化物イオン拡散係数Dapについて，暴露試験体および実際の港湾 RC構造物から求め，

各種要因が Dap に及ぼす影響について検討を行った．その結果，得られた知見を以下に示す． 
（1）実際の港湾 RC 構造物における Dap の値は大きく変動していた．ただし，コンクリートの配合

および使用材料に関しては不明なため，その原因について特定するのは困難である．  
（2）暴露試験体および実際の港湾 RC 構造物のいずれにおいても，質量測定により簡易に求めた空

隙率と Dap の間には良好な関係が見られた．すなわち，質量測定により求めた空隙率を測定するこ

とにより，簡易に実構造物における Dap の予測が可能となる．  
また，以上の結果を踏まえ，簡易な Dap の予測手法およびコンクリート中の塩化物イオン量分布

予測手法について検討した．その結果，得られた知見を以下に示す． 
（3）コンクリート構造物の表面部のみから小径のコア（φ25mm，長さ 20mm 程度）を採取して，

表面付近の塩化物イオン量 C0 および空隙率の測定を行うことで，Dap を推定し，C0 およびコンク

リート内部の塩化物イオン量の分布の推定が可能なことを確認した．ただし，コンクリートの中性

化がコアを採取した深さよりも内部まで進行していた場合は，測定精度が劣る可能性が高い． 
 

キーワード：港湾 RC 構造物，塩害，見かけの塩化物イオン拡散係数，空隙率 

 
 

   * LCM研究センター 特任研究官 

  ** ショーボンド建設株式会社 大阪支店（元LCM研究センター 依頼研修生） 

 *** 九州大学大学院工学研究院 助教授（前地盤・構造部 材料研究室長） 

〒239-0826 横須賀市長瀬3-1-1 独立行政法人港湾空港技術研究所 

電話：046-844-5061 Fax：046-844-0255  e-mail:yamaji@pari.go.jp 

 
 
 
 



－4－ 

1.序論 

  
本論文は，港湾構造物の中の鉄筋コンクリート構造物（以下，

港湾RC構造物）における塩化物イオン拡散係数に関する調査結

果を取りまとめたものである．本章では，塩害による劣化メカニ

ズムについてまず述べ，次に港湾RC構造物の耐久性における塩

化物イオン拡散係数の重要性とそれに及ぼす影響要因について

述べ，本報告の位置づけおよび目的を明確にする． 

（1）塩害による劣化メカニズム 
 港湾RC構造物は海水にさらされているため，塩害による劣化

が生じやすい．写真-1は供用後30年程度の期間が経過した桟橋

上部工の床版下面の状況であるが，鉄筋腐食による膨張圧で既に

かぶりコンクリートがはく落している．この鉄筋腐食は，海水中

の塩化物イオン(Cl-)がコンクリート表面に供給され，コンクリー

ト中をある速度で拡散し，鉄筋表面に到達し，ある量が蓄積され

た時点で開始すると考えられている（図-1参照）．この量は，腐

食発生限界塩化物イオン量と呼ばれ，「土木学会・コンクリート

標準示方書[施工編]1）（以下，「土木学会示方書」と呼ぶ）」では，

コンクリート 1m3あたり 1.2kg と設定されている．ここで，海

水中からの塩化物イオンの供給量はコンクリート表面への海水

の供給量（飛沫も含む）に大きく依存し，コンクリート中での塩

化物イオンの拡散速度（見かけの塩化物イオン拡散係数Dapとし

て表現される）はコンクリート品質に大きく依存する．また，か

ぶりが大きいほど，鉄筋表面に到達する時間は遅くなる．よって，

塩害（鉄筋腐食）の開始時期は，コンクリート表面へのCl-供給

量，Dap，かぶりに大きく影響される． 
（2）港湾コンクリート構造物における耐久性を考慮した性能設

計手法の概略 
土木学会示方書には，コンクリート構造物の耐久性能を新規設

計時に照査する方法が明記されている．これは，式（1）を用い

て海水中の塩化物イオンのコンクリート中への浸透を予測し，供

用期間内に鉄筋の腐食が開始しない，すなわち鉄筋位置における

塩化物イオン量が腐食発生限界塩化物イオン量（1.2kg/m3）を

超えないように設計するものである（図-1参照）． 
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ここで，C (x, t )：時間（供用年数）tにおける，コンクリート表

面から x 離れた位置の塩化物イオン量，C0：表面塩化物イオン

量，Dap：見かけの塩化物イオン拡散係数，erf (s)：誤差関数，

である． 
この際必要となる情報は，時間（供用年数）t，かぶりの他に，

DapとC0の２つである．C0はコンクリート最表面における塩化

物イオン量のことであり，塩害環境の厳しさを定量的に表す指標

である．C0に関しては，文献 2)でその評価手法について検討が

なされているためここでは説明は省略する．Dapについては，土

木学会示方書に推定式（水セメント比W/CからDapを推定）が

示されており，また試験方法も定められている 3）． 
なお，港湾 RC構造物に対して性能設計を行う際に耐久性能を

照査する必要がある場合は，飛沫帯あるいは干満帯に位置し，鉄

筋腐食の進行速度が速い桟橋上部工のような場合が多く，海中部

に位置し，酸素供給量が少なく，鉄筋腐食の進行速度が遅いケー

ソン本体工のような場合は，耐久性能を照査する必要性は低い． 
（3）本研究の目的  

本研究では，港湾RC構造物において，耐久性能設計を行うた

めに必要であるDapについて，まず暴露試験により，Dapと水セ

メント比 W/C，圧縮強度，空隙率といったコンクリート品質を

表す因子との相関性について検討を行った．  
また，実際の港湾RC構造物において，どの程度のDap値を設

定できるかを把握することは，維持管理を行う上でも重要と考え

る．そこで，実際の港湾RC構造物におけるDapの値を把握する

 
写真-1 桟橋上部工における塩害劣化事例 
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図-1 土木学会示方書における 

      塩害劣化予測手法のイメージ図 
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ことを主目的として，全国の港湾RC構造物からデータ収集を行

い，このDapの分布について整理した．また，暴露試験の場合同

様，空隙率との相関性も検討した．  
一方，塩害がしばしば起こる港湾RC構造物の維持管理におい

ては，実構造物におけるDapを把握することが重要である．この

Dapは促進試験3）およびコンクリート中の塩化物イオン量分布よ

り推定可能である．前者の場合は専門的な知識や測定装置を必要

とする．後者の場合，Dapを求めるためにはある程度の長さを持

ったコンクリートコアを実構造物から採取する必要がある．これ

には，作業用の足場の設置が必要な場合が多く，また，電源，コ

アドリルといった機材も必要である．そこで，極力簡易に Dap

を求める方法およびコンクリート中の塩化物イオン量分布を推

定する手法についての検討も試みた． 

 （4）LCM（ライフサイクルマネジメント）における本研究の

位置づけ 
 図-2にLCM（ライフサイクルマネジメント）の流れを示す．

本研究においては，港湾RC構造物の劣化（鉄筋腐食）に大きな

影響を及ぼすDapに関しての調査結果をとりまとめ，さらにその

予測手法について検討を行っている．図-2 中において関連が深

い項目は「定期的な点検・診断」「データベース」「保有性能評価

と将来予測」である． 
 
 

2.暴露試験による調査結果 

 

2.1 暴露試験概要 

 港湾空港技術研究所内の施設（海水循環水槽および海水シャワ

ー暴露場）と那覇港の 2 環境に暴露した試験体の結果について

述べる． 
（1）試験体 

 用いた試験体は表-1のように大きく分けて 4 種類である．配

合を表-2 に示す．W/C，セメント種類，骨材種類がそれぞれ異

なっている．試験体1，3，4については，それぞれ文献4)，5)，
6)に詳細が記述されている．以下，概略を説明する． 
 ①試験体1 
 5種類のセメント（普通ポルトランドセメント，高炉セメント

A 種・B 種・C 種，フライアッシュセメントB 種）を用いて，

φ150×300mm のコンクリート円柱試験体を作製した．なお，

W/Cは0.45と0.55の２種類である． 
 ②試験体2 
 普通ポルトランドセメントおよび高炉セメントB種を用いて，

150×150×150mm のコンクリート立方体試験体を作製した．

W/Cは0.40と0.55の２種類である． 
③試験体3 

 普通ポルトランドセメントを用いて，600×900×600mm の

コンクリートブロックを作成した．W/C＝0.55 であり，骨材は
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図-2 LCM（ライフサイクルマネジメント）の流れ 
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通常の骨材と再生骨材の２種類を用いた（表-2 中で N3，NR3
と表記）．なお，再生骨材の製造はコンクリートの解体プラント

で行われた． 
④試験体4 

 普通ポルトランドセメントを用いて，150×150×800mm の

コンクリート角柱試験体を作製した．W/C は 0.37 と 0.50 の２

種類である． 
（2）暴露環境 
以下の2環境で暴露を行った． 
a) 港湾空港技術研究所内の施設 
港湾空港技術研究所内の海水循環水槽および海水シャワー場

に試験体を暴露した．海水循環水槽は図-3 に示すサイクルで潮

の干満が再現可能なものである．試験体 1 および 2 の一部は図

-3 中の干満帯および海中部に設置した．海水シャワー場は，海

水循環水槽に貯められた海水をシャワー状にして１日２回（1回

約3 時間）散布可能である．試験体2 の一部および試験体3 を

ここに暴露した． 
b) 那覇港（海上部） 
試験体 4 は，沖縄県那覇港の海上に位置する橋梁上部工の下

側に設置された台上（DL+6～7m）に暴露した．  
（3）試験項目 

 以下の項目について測定を行った． 
a)塩化物イオン量 

 JIS A 1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオンの試

験方法」に準拠して測定を行った．まず，コンクリートカッター

を用いて，試験体あるいは試験体から採取したコアにおける測定

対象位置から厚さ10mm程度で試料を切り出した．この試料を

まず約5mm以下に粗粉砕し，その後さらに粉の径が150μm以

下になるまで微粉砕した．この粉を 2mol/L の硝酸で溶解させ，

煮沸し，コンクリート中に含まれている塩化物イオンを硝酸溶液

中に抽出させた．この溶液中の塩化物イオン濃度を電位差滴定装

表-1 試験体一覧 

細骨材 粗骨材 暴露時 採取コア

N
BA
BB
BC
F

N

BB

千葉県木更津産
山砂（2.61，1.74)

北海道上磯町産
砕石（2.70，0.33)

再生骨材
（2.25，12.3)

再生骨材
（2.50，4.86)

4 沖縄県那覇港（海上部） 15 N
台湾産川砂
（2.66，1.17)

酒匂川砂産砕石
（2.76，1.06)

□15×15×80cm φ68mm

*N：普通ポルトランドセメント

 BA・BB・BC：高炉セメントA種・B種・C種

 F：フライアッシュセメントB種

骨材
（表乾密度(g/cm3)，吸水率(%))セメント*

暴露
期間
(年)

暴露
場所

No.

海水循環水槽
（干満帯・海中部）・

海水シャワー場

海水循環水槽
（干満帯）

15

2.5

1

5.4 N海水シャワー場

2

3

酒匂川産
川砂

（2.64，1.82)

酒匂川産
川砂利

（2.76，1.10)

栃木県
鬼怒川産
（2.59，-)

茨城県
岩間産

（2.65，-)

□60×90×60cm

試験体形状

-

φ100mm

φ15×30cm -

□15×15×15cm

 

表-2 配合 

W C S G
0.45 162 360 738 1110
0.55 166 302 826 1056
0.45 158 351 758 1094
0.55 158 287 820 1092
0.45 160 355 736 1108
0.55 162 295 793 1099
0.45 162 360 714 1120
0.55 164 298 770 1112
0.45 158 351 738 1110
0.55 160 291 792 1097

N2 0.55 172 313 767 1041
0.55 172 313 764 1041
0.40 172 430 658 1041

N3 0.55 158 288 786 1094
NR3 0.55 168 305 675 975

0.37 178 481 609 1080
0.50 165 330 804 1061

3

単位量(kg/m
3
)W/C名前試験体

4 N4

N1

BA1

BB1

BC1

F1

1

2
BB2

 

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0:00 3:00 6:00 9:00 12:00 15:00 18:00 21:00 0:00

水
位

(m
) 干満帯

海中部

図-3 海水循環水槽の干満サイクル 
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置を用いて測定し，この濃度からコンクリート 1m3当りに含ま

れる量(kg/m3)に換算した．なお，ここで測定される塩化物イオ

ンは，一般に「全塩化物イオン」と呼ばれ，コンクリート中に含

まれる塩化物イオンの全量と考えられているものである．ここで

は，この「全塩化物イオン」についても，「塩化物イオン」と表

記することにする． 
b)見かけの塩化物イオン拡散係数 
a)で求めたコンクリート内部での塩化物イオン量の分布を，物

質の濃度拡散に関する「フィックの第二法則の解（式 1）」で回

帰させることにより，見かけの塩化物イオン拡散係数Dapおよび

表面塩化物イオン量C0を計算した（図-4参照）．なお，試験体1

の場合は，塩化物イオンの浸透面が円柱側面であるため，座標系

を直交座標系でなく円柱座標系としてフィックの第二法則の解

を求め，回帰計算を行った 7）． 

また，表面付近に実際に存在する塩化物イオン量は，中性化や

セメント水和物の溶出などの影響により，内部の値より低い値を

示すことがある 8）．このような特異なデータは回帰計算を行う際

には削除した．また，暴露前からコンクリート中に含まれていた

塩化物イオン量については考慮しなかった． 
c)コンクリートの空隙量 

 以下の 2 種類の方法で求めた．なお，①水銀圧入法は，コン

クリート中の全空隙量が求められると同時に，空隙径毎の空隙量

分布（細孔径分布）も求められる．一般的にコンクリート中の空

隙構造を調査する際は，この方法で行われることが多い．②の方

法は，①と比較すると非常に簡便にコンクリート中の全空隙量の

みが求められる． 
①水銀圧入法 
試験体から，粗骨材を取り除きながら5mm程度に砕いたモル

タル片を採取し，水銀圧入法により，コンクリート中の細孔径分

布を測定した．試料の採取位置は，試験体 1 においてはコンク

リート表面から5～15，35～45，65-～75mmの深さの位置，試

験体3においてはコンクリート内部（10mm以深），試験体4に

おいては表面から 0～10，50～60mm である．なお，測定対象

の空隙径の範囲は0.003～400μmである． 
②質量測定による方法 

コンクリートの飽和質量Ws，乾燥質量Wdおよび飽和時の容

積Vsを測定し，次式で空隙率Pを求めた9）． 

ws

ds

V
WW

P
ρ
1

⋅
−

=    （2） 

ここで，ρw：水の密度である.なお，Wsは水道水中に7 日間

以上浸せきさせた後に測定し，Wdは105℃の環境に7日間以上

放置した後に測定した．なお，試料の採取位置を付表-A.1 に示

す． 
d)圧縮強度 
円柱試験体および採取したコアに対して，JIS A 1108に準拠

して行った． 
 
2.2 見かけの塩化物イオン拡散係数測定結果  

図-5 に塩化物イオン量分布の測定結果の一例を示す．なお，

全測定結果は付図-A.1 に示した．コンクリート内部に浸透した

塩化物イオン量はセメントの影響を大きく受け，高炉セメント

（BA，BB，BC）の場合に少なくなっていることが分かる．  
図-6 に塩化物イオン量分布から求めた見かけの塩化物イオン

拡散係数Dapを示す．なお，値の一覧は付表-A.1に示した．Dap

は W/C，セメントの種類の影響を大きく受けていることが分か

る．また，一般的に知られているように，低W/Cの場合や高炉

セメント系の場合にDapが小さくなっていることが分かる． 
図-7 に得られた Dapを用いて鉄筋腐食開始時期 tcorrを推定し

た結果を示す．なお，計算条件は以下のとおりである． 
①塩化物イオン浸透予測は式（1）を用いた． 
②C0 は文献 1）における飛沫帯の値を参考にし，13kg/m3 と設

定した． 
③鉄筋腐食開始時期 tcorrは，鉄筋位置の塩化物イオン量 C が腐

食発生限界塩化物イオン量Climに到達した時期とした．Climは港

湾空港技術研究所内での実験結果4）を参考に，2kg/m3とした． 
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図-5 塩化物イオン量分布（試験体1） 
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④鉄筋かぶりは「港湾の施設の技術上の基準・同解説 10)」を参

考に，70mmとした（x=7(cm)とした）． 
 図-7より，W/C が小さい場合や高炉セメントの場合に tcorrが

長くなっており，tcorrはDapの値に大きく依存していることが分

かる．例えば，港湾 RC 構造物において一般的な配合である

N2(普通ポルトランドセメント，W/C=0.55)では，上記計算条件

においては20年程度と計算されるが，セメントに高炉セメント

B 種を用いた BB2(W/C=0.55)の場合は 60 年程度まで延びると

いう計算結果となる． 
 
2.3 見かけの塩化物イオン拡散係数と各種要因との相関性 
ここでは，コンクリートの品質を表す各種要因と見かけの塩化

物イオン拡散係数との相関性を検討する．また，一般的に，コン

クリート中の物質拡散性状はコンクリートの空隙構造と密接な

関係があるため，特に空隙量に着目して検討を行う． 
（1）圧縮強度との相関性 

図-8 に圧縮強度と Dapの関係を示す．一般的に知られている

ように，圧縮強度が増加するにつれてDapは減少する傾向にある．

また，普通ポルトランドセメント(N)の場合と高炉セメント(B)

の場合で比較すると，圧縮強度が同程度でもBの方がNよりも

Dapが小さくなる． 
（2）W/Cとの相関性 

 図-9にW/CとDapの関係を示す．一般的に知られているよう
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図-6 見かけの塩化物イオン拡散係数 
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に，W/Cが減少するにつれてDapは減少する傾向にある．また，

セメント種類で比較すると，W/Cが同程度でもBの方がNより

も Dapが小さくなる．なお，図中の曲線は土木学会示方書 1）に

おけるDapの予測式の値であり，以下の2式で表される． 
 
普通ポルトランドセメント(N)の場合： 
log10 Dap = -3.9 (W/C)2 + 7.2 (W/C) - 2.5      (3) 
 高炉セメント(B)の場合： 
log10 Da p= -3.0 (W/C)2 + 5.4 (W/C) - 2.2      (4) 

 
今回の値は N，B いずれの場合においても，上記予測式の 1/2
程度の値となるものが多かった． 
 （3）空隙量との相関性  
 ここでは，空隙量の測定方法毎にDapとの相関性を検討する． 
 図-10に質量測定により求めた空隙率とDapの関係を示す．セ

メントがN の場合，一般的に知られているように，空隙率の増

加とともに Dapは増加する傾向にある．セメントが B の場合も

若干の増加傾向が見られる．しかしながら，N の場合と傾向が

大きく異なり，同じ空隙率でも Dapが大幅に小さくなっている．

なお，セメントがNとBで傾向が異なる事例は，多くの既往の

研究で確認されている現象である． 
図-11に水銀圧入法により求めた全細孔量とDapの関係を示す．

図-10 同様に，セメントが N の場合については全細孔量の増加

とともにDapは増加する傾向にある．しかしながら，回帰直線の

相関係数（図-10～12中に記載）で比較すると，質量測定により

求めた空隙率の場合に比べて相関係数は小さくなっていた．  
図-12に毛細管空隙量とDapの関係を示す．ここで，毛細管空

隙量とは，一般的に空隙径が 0.015～15μm の範囲のものを指

し，コンクリートの物質拡散性状には密接な関係があるといわれ

ている 11）．しかしながら，図-11の場合と同様に，セメントがN
の場合について回帰直線の相関係数で比較すると，質量測定によ

り求めた空隙率の場合に比べて相関係数は小さくなっていた． 
以上のことから，コンクリート中の空隙量とDapの相関につい

ては，細孔径分布から得られる結果との相関性と，質量測定によ

り得られる結果との相関性は，得られたサンプル数は少ないもの

の，少なくとも同等以上であることが見て取れる．また，セメン
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トが普通ポルトランドセメント（N）の場合と高炉セメント（B）
の場合で相関性が大きく異なることも確認された．  

 
2.4 まとめ 

 海洋環境下に暴露されたコンクリート試験体における見かけ

の塩化物イオン拡散係数Dapを求め，Dapに及ぼす諸要因の影響

について検討した結果，以下のことが確認された． 
（1）一般的に知られているように，水セメント比 W/C が減少

するにつれて，Dapは減少した．また，普通ポルトランドセメン

トと高炉セメントの場合で比較すると，W/C が同じでも高炉セ

メントの方がDapは小さい値を示した． 
（2）コンクリート中の空隙量とDapの相関については，細孔径

分布から得られる結果との相関性と，質量測定により得られる結

果との相関性は，得られたサンプル数は少ないものの，少なくと

も同等以上であることが確認された．また，セメントが普通ポル

トランドセメントの場合と高炉セメントの場合で相関性が大き

く異なることも確認された．  
 
3.実構造物における調査結果 

 

3.1 概要 

 文献2）において，塩害環境の厳しさを表す指標である表面塩

化物イオン量 C0の評価手法を検討するために，全国の港湾 RC
構造物におけるコンクリート中の塩化物イオン量に関する調査

結果が収集されている．この際，見かけの塩化物イオン拡散係数

Dapも同時に測定されている．また，数港の桟橋構造物における

改良工事の際に解体された鉄筋コンクリート部材を港湾空港技

術研究所内に搬入し，解体調査が行われている．これらの調査結

果を用いて，実際の港湾RC構造物におけるDapの実態を把握す

る．また，2.で比較的良い相関の見られた，コンクリートの空隙

率PとDapの相関性を確認する． 
 
3.2 調査対象構造物および調査方法概略 

 全国各地の港湾RC 構造物でDapを求めた事例を収集した 2）．

一覧を付表-B.1～B.10 に示す．なお，文献 2）に掲載されてい

る全データのうち，以下のものは掲載しなかった．1）ひび割れ

等の変状が見られる箇所からコアを採取していた場合，2）Dap

を求める際に必要な塩化物イオン量のデータ数が 3 個未満の場

合，3）断面修復材からコアが採取されていた場合，4）塩化物

イオン量の分布が深さ方向で一様な場合，5）塩化物イオン浸透

量が少なく，表面塩化物イオン量 C0が 1kg/m3以下の場合．ま

た，付表-B.11については，現地で解体された部材を港湾空港技

術研究所内に搬入し，コアを採取した後，各種試験を行ったもの

である．なお，付表-B.1～B.11 に関して，コンクリートの配合

および使用材料に関する資料は全く残っていない． 

 以下に調査方法概略を示す． 
（1）コア採取方法 
現地の構造物からのコアの採取は，全て現地に足場を設置するこ

とにより行った．その際の作業期間の選定においては，1日当りの

調査時間を極力長くするため，満潮と干潮の潮位差の大きい大潮の

日周辺を選定した．まず，小型船で桟橋下に入り，目視および打音

検査により構造物の劣化状況を確認した後，足場が設置可能と推測

される，比較的劣化の少ない箇所を調査対象に選定し，足場を設置

した．船上から電動ドリルで穴を開け，止め具を取り付け，そこに

チェーンブロックを設置し，足場を所定の高さまで引き上げた．コ

アの採取は，足場上からコアドリル固定用の穴を開け，コアドリル

を設置後，コアを採取した．コア採取後は，コア孔を無収縮モルタ

ルで補修し，その後足場を撤去した． 

現地で解体され，研究所内に搬入された部材の場合は，足場設置

が不要である以外は同様である． 

（2）コンクリート中の塩化物イオン量測定方法 
 2.1と同様のため省略する．なお，文献2）に掲載されていな

い塩化物イオン量分布測定結果についてのみ付図-B.1 として掲

載した． 
（3）見かけの塩化物イオン拡散係数 
2.1と同様のため省略する． 
（4）空隙率 

 2.1の質量測定による方法で行った．試料は，湿潤期間と乾燥

期間を短くするため，コアを10mm程度にスライスしたものを

用いた．なお，試料はコンクリート内部から採取した． 
 
3.3 調査結果 

（1）Dapの分布 
図-13にオーダー別の度数分布を示す．なお，付表-B.1～B.11

において，同一構造物内から採取したコアから得られた結果につ
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いては，コンクリートの品質は同じと考えられるため，Dapの平

均値を求め，その値を採用した．これは，場所によってコア採取

数が異なった場合，コア採取数が多い場所の影響が現われるのを

防ぐためである．その結果，総サンプル数は64個である． 
図-13において，Dap=1～3×10-8 cm2/sの度数が最大であった．

また平均値は3.96×10-8 cm2/sであった．前述のように，コンク

リートの配合および使用材料に関しては不明なため，このばらつ

きの原因を特定するのは困難である．ここでは，前述の図-9 に

おけるW/CとDapの結果を元に，用いられていたコンクリート

の品質および W/C について考察を行う．「港湾の施設の技術上

の基準・同解説 10)」において，港湾RC構造物の最大W/Cは0.55
が参考値として示されている．図-9 において，セメントが普通

ポルトランドセメントで W/C=0.50～0.55 付近の Dapは，2～3
×10-8 cm2/s付近のようである．この結果と図-13の結果より，

今回測定対象となった多くの実構造物における W/C は 0.50～
0.55周辺の値であった可能性が高いと推測される． 
ここで，Dapの値が実際のRC構造物における塩害劣化が開始

する時期すなわち鉄筋腐食が発生する時期に対して，どの程度影

響を及ぼすかを分かりやすくするために，2.2(1)と同様の方法で

鉄筋腐食開始時期の推定を行う．2.2(1)と異なるのは，仮定条件

④のかぶりにおいて，5，7，10cmの３種類に変更した点である．

図-14に腐食開始時期の推定結果を示す．なお，Dapは0.7×10-8 
cm2/s，1×10-8 cm2/s，2×10-8 cm2/s，3×10-8 cm2/sおよび5×
10-8cm2/sの５種類を用いた．Dapが5×10-8 cm2/s程度であれば，

かぶりが10cm確保されていても20年もしないうちに腐食が開

始するという計算結果となる．一方，Dapが0.7×10-8cm2/s程度

であれば，かぶりが 7cm 確保されていれば 50 年以上経過しな

いと腐食が開始しない．ただし，このDapの場合でも，かぶりが

5cmと小さければ20年程度で腐食が開始する．改めて述べるま

でもないが，塩害を受けるRC構造物の耐用年数について検討す

る際は，C0，Dapそしてかぶりをふまえた総合的な評価が必要で

ある．   
（2）空隙率との相関 

 図-15に空隙率とDapの関係を示す．なお，2.における試験体

の結果も掲載した．ここで，実構造物から採取したデータに関し

ては，著者らが直接採取したコアに対する結果のみを用いた．こ

の際，コア採取箇所周辺にひび割れや浮きが多く見られた場合に

ついては対象外とした．これは，ひび割れ部からの塩化物イオン

の浸透が生じることで Dap の正確な評価が困難となるためであ

る．また，試験体のデータに関しては，普通ポルトランドセメン

トの場合のみを用い，骨材が再生骨材の場合は対象外とした．図

において，空隙率とDapの間には，２次関数の関係で良い相関が

みられた．この結果は，質量測定により求めた空隙率を測定する

ことで，比較的簡易に実構造物におけるDapの推定が可能である

ことを意味している．ただし，図-10の結果より，セメントが普

通ポルトランドセメントと高炉セメントの場合で傾向が大きく

異なっている．よって，図-15からDapが推定可能な場合は，セ

メントが普通ポルトランドセメントと特定される場合のみであ

る． 
 
3.4 まとめ 

港湾 RC 構造物における見かけの塩化物イオン拡散係数 Dap

に関して調査を行った結果，得られた知見を以下に示す． 
（1）Dap の値は大きく変動していた．ただし，コンクリートの

配合および使用材料に関しては不明なため，その原因について考

察するのは困難である．  
（2）2.の暴露試験体の結果同様，Dap と空隙量の間には２次関

数の関係で良い相関関係が認められた．この結果は，質量測定に

より求めた空隙量を測定することで，比較的簡易に実構造物にお

けるDapの推定が可能であることを意味している．なお，この際，

セメントの種類が特定されている必要がある． 
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4.簡易な拡散係数推定手法の適用性に関する検討 

 

 これまでの結果より，質量測定から求められる空隙量と見かけ

の拡散係数Dapの間には良好な関係が確認された．すなわち，空

隙量からDapが推定可能となる．ここではこの簡易なDapの推定

手法が適用可能な事例について考察を行う． 

 

4.1 維持管理時における塩化物イオン量分布推定への適用 

 塩害が主な劣化要因である港湾 RC 構造物の維持管理を行う

際においては，コンクリートからコアを採取し，コンクリート表

面の塩化物イオン量 C0 および見かけの塩化物イオン拡散係数

Dapを求めることや，鉄筋位置における塩化物イオン量と腐食発

生限界塩化物イオン量を比較することが有効である．しかしなが

ら，これらの検討を行うためには，通常鉄筋位置より奥までコア

を採取するため，コアの長さは100mm以上となることが多く，

また，大掛かりな足場や機材を必要とする．ここで，本手法を用

いれば，表面部のみからコアを採取し，その空隙率を求めること

で，Dapを推定することができる．しかしながら，コンクリート

内部の深さ方向で空隙率が分布する可能性もある．図-16 は 2.

で用いたコンクリート内での全細孔量の分布を示したものであ

る．コンクリートの表面と内部で若干の違いはあるものの，顕著

な差が現われておらず，表面と内部の値はほぼ同程度であった．

すなわち，表面付近で求めた空隙率からDapを推定することは可

能であるといえる．ただし，表面部での劣化（ひび割れ，セメン

ト水和物の溶出など）が顕著な場合は，適用が困難であると考え

られる．  
また，表面部から採取したコアを用いて最表面付近の塩化物イ

オン量を測定することも可能なため，表面塩化物イオン量C0の

推定も可能となる．この手法の詳細および検討結果については

5.で述べる．  
 

 

4.2 初期の品質管理試験への適用 

 本手法は，Dapの推定がコンクリートの質量測定のみで行える

ため，初期におけるコンクリートの品質管理にも適していると考

える．例えば，φ100×200mmの管理用供試体を10mm程度の厚さ

に切断し，飽和質量・容積，および乾燥質量を測定すれば，比較

的短期間でDapが推定可能となる．この際，飽和質量を求めるた

めの浸せき期間，乾燥質量を求めるための乾燥期間については適

宜定める必要がある．図-17は3.で用いた試料の一部について，

質量の時間変化を測定し，飽和度に換算したものである．なお，

飽和度とは，コンクリート内の空隙中に占める水の量の割合を示

す．今回用いた程度のコンクリート品質（一般的な港湾RC構造

物に用いられるコンクリート）で，厚さ10mm程度であれば，試

料の飽和および乾燥は両者ともに 3 日程度で定常状態となって

いる．よって，湿潤質量および乾燥質量を求めるための期間は3

日程度でよいこととなる．すなわち，計6日程度で空隙率が測定

でき，Dapの推定が可能となる． 

一般的なDapの評価試験として，NaCl（塩化ナトリウム）溶液

中に浸せきさせる方法（浸せき法），電気的な駆動力により促進

させる方法（電気泳動法）などがある2）．しかしながら，浸せき
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法は最低3ヶ月，電気泳動法は通常2週間程度要する．また，電

気泳動法は得られた試験値に対する若干の補正が必要となる．精

度的には今回の方法は劣るかもしれないが，簡便さと実用性の点

から考えると，有効となる場合もあると考える． 

 

5.簡易な拡散係数推定手法を用いた塩化物イオン量分布 

推定例 

 

5.1 概要 

 港湾RC構造物の維持管理を行う際，塩害による劣化状況の定

量的把握および劣化の将来予測を行うためには，コンクリートか

らコアを採取し，コンクリート表面の塩化物イオン量C0および

見かけの塩化物イオン拡散係数Dapを求めることや，鉄筋位置に

おける塩化物イオン量と腐食発生限界塩化物イオン量を比較す

ることが有効である．これらの検討を行うためには，通常鉄筋位

置より奥までコアを採取するため，コアの長さは10cm以上とな

ることが多く，結果として大掛かりな足場や機材が必要となる．

そこで本研究では，比較的簡易な機材を用いて表面部のみからコ

アを採取し，質量測定により空隙量を求め，Dapおよび C0を推

定する手法を試みた．  
 
5.2 試験体 

試験体として，鳥取県境港の桟橋上部工の改良工事の際に撤去

された鉄筋コンクリートはり部材を用いた．図-18にはり部材の

断面図を示す．1965年に供用開始され，2004年に撤去が行われ

た（約 39 年経過）．なお，コンクリート材料に関する情報は全

く残っていない．セメントに関しては，文献12）によれば1960
年代における当該地方での高炉セメントの使用の比率（全体のセ

メント使用量に対する比率）は2％に満たないため，使用された

セメントは普通ポルトランドセメントである可能性が高い．鉄筋

のかぶりの最小値（実測値）は，スターラップでは 35mm（A
面：海側）および85mm（B面：陸側），主鉄筋では50mm（A
面）および 80mm（B 面）程度であった．そのため，A 面では

激しい浮きが見られた．B面では腐食ひび割れが主鉄筋に沿って

観察されたが，激しい浮きは観察されなかった． 
  
5.3 コア採取方法 

以下の2つの方法でコアの採取を行った． 

（1）通常の方法 

 アンカーを設置した後，外部電源が必要な通常のコアドリルを

取り付け，φ50mmのコアをはり底面（コアNo.1）およびB面

（コアNo.2，3，4）から採取した（図-18参照）． 

（2）表面部のみからコアを採取する方法 

 外部電源の確保が困難な場合もしくは通常の方法で使用する

機材の準備・搬入が困難な場合を想定し，今回は小型かつ外部電

源が不要である充電式ドリルを用いることとした．使用機材一式

を図-19に示す．コア採取用のガイド，ガイド固定用の両面テー

プ，コアビット，コアビット湿潤用のスポンジ，充電式ドリルか

ら構成されている．コア採取用のガイドを両面テープで接着した

後，外径φ30mmのコアビット（全長35mm）を充電式ドリルに取

り付け，コア径φ25mm，長さ20mm程度の小径コアを採取した．

この際，コアNo.3と同じ高さから小径コアを1本採取し，コア

No.4と同じ高さから小径コアを4本採取した(以下，それぞれS3，

S4 と表記)．なお，文献13）において，φ25mm 程度の小径コア

を用いて塩化物イオン量測定を行う際には，コアが３本程度必要

であると示されており，今回はそれを参考にした． 

 

5.4 試験項目 

（1）コンクリート中の塩化物イオン量 
試料の採取位置はコアによって以下のように変更した． 
φ50mmのコアについてはコンクリート表面から5～15 mm，

25～35 mm，45～55 mm，65～75 mm，85～95mmの５点の

深さから試料を採取した（付図-B.1参照）．また，得られた塩化

物イオン量分布から，表面塩化物イオン量C0および見かけの塩

化物イオン拡散係数Dapの算出を行った． 
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図-18 桟橋上部工（はり）断面図 
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図-19 使用機材および実施状況 
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φ25mmのコアについては，3～11 mm，11～19mmの2点

とした．なお，S3についてはコア１本から採取した試料を用い， 
S4についてはコア3本から採取した試料を混合した後，分析に

供した．分析方法については，2.および 3.で述べた方法と同様

である． 
（2）空隙率 
φ50mmのコアNo.2，3およびφ25mmの小径コアS3，S4

に対して測定を行った．なお，塩化物イオン量測定の際に用いた

コアとは異なるコアを用いた．φ25mm の小径コアの空隙率測

定の際に用いた試料の質量は，S3 が10g 程度，S4が30g 程度

である．測定方法については2.および3.で述べた方法と同様で

ある． 
 
5.5 試験結果 

（1）塩化物イオン量 

図－20 に塩化物イオン量分布を示す．φ50mm およびφ

25mm のいずれのコアにおいても，表面付近で値が減少してい

る．これはコンクリートが中性化し，コンクリート中に存在（固

定）されていた塩化物イオンが内部へ移動したためと推測される

7）．φ50mmおよびφ25mmの結果を比較すると，No.3とS3，
No.4 と S4 のいずれも概ね同様の傾向を示した．また，コア３

本から採取したS4の方が比較的良く一致していた．このことか

ら，試料は文献 13）に示されているように，コア径がφ25mm
程度の場合は，１箇所につき３本程度採取した方が望ましいと言

える．  
（2）コンクリートの空隙率およびDapの推定 

 図-21にコンクリートの空隙率を示す．なお，比較として，セ

メントが普通ポルトランドセメントでW/Cの異なるコンクリー

ト試験体（2.における試験体3および4）における測定結果を同

図中に示した．φ50mmのコアNo.2，3と比較すると，試料量

が 30g 程度のS4 はほぼ同程度であったが，試料量が 10g 程度

のS3はやや小さめであった．これは，骨材分布のばらつき（粗

骨材量のばらつき）の影響が現われたものと考えられる．また，

図中において S4 の値は W/C＝0.55 である N3（0.55）および

W/C＝0.50であるN4（0.50）とほぼ同程度であった．  
表-3に，3.の図-15で得られた空隙率とDapの関係を用いて，

コアの空隙率からDapを推定した結果を示す．S4のDapはNo.3
とは同程度であったが，他のコアとはやや値が異なる結果となっ

た．  
（3）表面塩化物イオン量C0の推定 

 図-20の表面付近での塩化物イオン量の測定結果，表-3のDap

推定結果および供用年数（t=39年）を式（1）に代入することに

より，C0 の値の推定を試みる．ここでは，以下の２つの条件を

仮定して，C0を推定する． 
①表面部（20mm 程度）から採取したコア(S4)中で測定された

塩化物イオン量の最大値を用いる場合 
図-20において，コアS4中で最大値を示した深さ11～19mm

（図-22 中の点①）の値と，式（1）の解が一致するように C0

を求める． 
②実際の塩化物イオン量分布（コア No.4）における最大値を用

いる場合 
図-20 において，コア No.4 中で最大値を示した深さ 25～

35mm（図-22 中の点②）の値と，式（1）の解が一致するよう

にC0を求める． 
このようにしてC0値およびコンクリート内部の塩化物イオン

量分布を推定した結果を図-22に示す．推定条件①の場合は実測

値の傾向と大きく異なる結果となった．これはコアS4の採取範

囲（表面から20mm程度）内での塩化物イオン量の最大値（図

-22中の点①）が，実際の最大値（図-22中の点②）よりも小さ

な値を示した影響が大きいと考えられる．すなわち，コンクリー

トの中性化が，コアを採取した深さよりも内部まで進行していた

場合に，測定された塩化物イオン量の値を用い，今回の方法で

C0 を予測した際は，実際よりも小さな値が得られる可能性が高
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い． 
そこで，実際の塩化物イオン量分布（コア No.4）における最

大値（中性化が進行していない箇所）の値（図-22中の点②）を

用いてC0値の推測を行ったのが推定条件②の場合である．この

場合はφ50mm のコアにおける実測値と概ね同様な傾向を示し

た．このことは，コアを採取した深さの範囲内で実際の塩化物イ

オン量分布における最大値が存在した場合においては，比較的良

い精度でC0および内部の塩化物イオン量分布の推定が可能であ

ることを示している． 
今回，表面部での中性化の進行が激しく，表面部から採取した

コアの結果のみを用いてC0および内部の塩化物イオン量分布の

推定した結果は，実際よりもかなり小さめの値となった．しかし

ながら，海洋環境下に位置するRC構造物は，水分の供給をしば

しば受けるため，一般的に中性化の進行速度は極めて小さい 14）．

そのため，今回の手法でもある程度の精度で予測が可能であるこ

とも多いと考える．  
 

5.6 まとめ 

 本章での検討から得られた知見を以下に示す． 
コンクリート構造物の表面部のみから小径のコア（φ25mm，

長さ20mm程度）を採取して，表面付近の塩化物イオン量およ

び空隙率の測定を行うことで，見かけの塩化物イオン拡散係数

Dapを推定し，表面塩化物イオン量 C0およびコンクリート内部

の塩化物イオン量の分布の推定が可能であることを確認した．た

だし，コンクリートの中性化がコアを採取した深さよりも内部ま

で進行していた場合に，測定された塩化物イオン量の値を用いて

C0 を予測した際は，実際よりも小さな値が得られる可能性が高

い．  
今回の方法は，電源もしくは通常のコア採取作業に必要な機材

の確保が困難な場合，あるいは極力簡易かつ安価に塩化物イオン

浸透状況の推定を行いたい場合を想定したものである．あくまで，

基本は通常のコア採取方法が理想である．しかしながら，何らか

の制約条件の下でそれが困難な場合，このような簡便な手法に代

えて検討を行うことも可能である．  
 
6.結論 

 

本研究では，港湾コンクリート構造物において，塩害による鉄

筋腐食照査を行うために必要である見かけの塩化物イオン拡散

係数Dapについて，まず，コンクリート試験体を海洋環境下に暴

露することにより，コンクリートの品質を表す諸指標がDapに及

ぼす影響について検討を行った．その結果，得られた知見を以下

に示す． 

（1）一般的に知られているように，水セメント比 W/C が減少

するにつれて，Dapは減少した．また，普通ポルトランドセメン

トと高炉セメントの場合で比較すると，W/C が同じでも高炉セ

メントの方がDapは小さい値を示した． 
（2）コンクリート中の空隙量とDapの相関については，細孔径

分布から得られる結果との相関性と，質量測定により得られる結

果との相関性は，得られたサンプル数は少ないものの，少なくと

も同等以上であることが確認された．また，セメントが普通ポル

トランドセメントの場合と高炉セメントの場合で相関性が大き

く異なることも確認された．  
 
次に，港湾RC構造物におけるDapの値を把握することを主目

的として，全国の湾RC構造物からデータ収集を行い，このDap

の分布について検討を行った．その結果，得られた知見を以下に

示す． 
（3）Dap の値は大きく変動していた．ただし，コンクリートの

配合および使用材料に関しては不明なため，その原因について考

察するのは困難である．  
（4）コンクリート試験体の結果同様，Dap と空隙量の間には２

次関数の関係で良い相関関係が認められた．この結果は，質量測

定により求めた空隙量を測定することで，比較的簡易に実構造物

におけるDapの推定が可能であることを意味している．なお，こ

の際，セメントの種類が特定されている必要がある． 
 

表-3 C0，Dapおよび空隙率一覧 

コアNo.
C0

(kg/m3)

Dap

(*10-8cm2/s)

空隙量
(mL/mL)

1 10.5 4.02 -
2 11.6 3.84 0.164
3 15.8 2.10 0.142
4 11.0 3.33 -

S4 - 1.70* 0.154
*推定値  
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また，以上の結果を踏まえ，簡易なDapの推定手法およびコン

クリート中の塩化物イオン量分布推定手法についての検討を試

みた．その結果，得られた知見を以下に示す． 
（5）コンクリート構造物の表面部のみから小径のコア（φ

25mm，長さ20mm程度）を採取して，表面付近の塩化物イオ

ン量および空隙率の測定を行うことで，見かけの塩化物イオン拡

散係数Dapを推定し，表面塩化物イオン量C0およびコンクリー

ト内部の塩化物イオン量の分布の推定が可能であることを確認

した．ただし，コンクリートの中性化がコアを採取した深さより

も内部まで進行していた場合に，測定された塩化物イオン量の値

を用いてC0を予測した際は，実際よりも小さな値が得られる可

能性が高い． 
（2006年6月16日受付） 
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付録 

 

付録A 暴露試験における調査結果一覧 
 
2.の暴露試験における調査結果一覧を付表-A.1に，塩化物イ

オン量分布結果を付図-A.1に示す．なお，N4，N4-2 の暴露環

境は沖縄県那覇港の海上部であるが，N4-2については，暴露開

始後の 15 ヶ月間は同港の干満帯に暴露されており，その後，

N4と同様の海上部に暴露された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
付表-A.1 暴露試験における調査結果一覧 

 

全細孔量
毛細管

空隙量*

試料採取
位置
(mm)

空隙量
試料採取

位置
(mm)

暴露前 調査時

0.45 1.36 0.168 0.072 65-75 0.143 50以深 37.5 45.7
0.55 1.55 - - - 0.139 50以深 33.1 39.3
0.45 0.63 0.134 0.062 65-75 0.165 50以深 38.1 41.9
0.55 0.67 - - - 0.144 50以深 32.6 32.8
0.45 0.32 0.141 0.078 65-75 0.173 50以深 33.5 41.4
0.55 0.70 - - - 0.139 50以深 26.9 30.8
0.45 0.25 0.137 0.070 65-75 0.140 50以深 29.5 37.1
0.55 0.29 - - - 0.160 50以深 25.3 38.8
0.45 0.35 0.158 0.078 65-75 0.150 50以深 46.0 37.0
0.55 1.65 - - - 0.197 50以深 27.9 28.0

N2 0.55 1.83 - - - 0.131 50以深 41.2 -
BB2 0.60 - - - 0.154 50以深 -

BB2-2（干満） 0.38 - - - 0.158 50以深 -
BB2-3（海中） 0.33 - - - 0.144 50以深 -

BB2 0.40 0.23 - - - 0.128 50以深 52.5 -
N3 0.55 1.06 0.189 0.082 内部 0.144 40-50 - 37.4

NR3 0.55 4.00 0.276 0.137 内部 0.252 40-50 - 25.0
0.37 0.39 0.162 0.116 50-60 0.122 内部 - 51.2

1.68 0.162 0.124 50-60 0.152 内部 - 26.5
N4-2 2.28 0.183 0.132 50-60 0.155 内部 - 31.9

36.9

①水銀圧入法 ②質量測定
空隙率(mL/mL)

3

0.55

N1

BA1

拡散係数

(*10-8cm2/s)
W/C名前試験体

*空隙径の対象範囲：試験体1および3（0.016～15.2μm)，試験体4（0.0165～15μm)

圧縮強度(N/mm2)

2

BB1

BC1

F1

1

4
0.50

N4
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付図-A.1 塩化物イオン量測定結果
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付録B 実構造物における調査結果一覧 

 
各港における調査結果を付表-B.1～B.10 に，解体調査結果を

付表-B.11に示す．また，解体調査における塩化物イオン量分布

測定結果を付図-B.1に示す． 
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付表-B.1 拡散係数一覧（その1） 

0.152

0.157

-

-

0.143

0.157

-

-

-

-

空隙率
(mL/mL)

-

-

0.184

0.160

0.169

-

-

0.187

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

直江津港 桟橋 1969 2002 0.65 0.00 0.85 前垂前面 20.71 2.67E-08

ｹｰｿﾝ前面 1.17 6.25E-081.30

防波堤 ｹｰｿﾝ前面 12.84 4.26E-081.30

ｹｰｿﾝ前面 6.23 3.67E-080.00 1.301969 1986 0.50

ｹｰｿﾝ前面 7.48 2.60E-080.80
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 5.00 9.60E-080.00 0.801980 1986 0.50新潟港

ｹｰｿﾝ前面 12.24 5.05E-080.531972
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 11.99 3.85E-080.00 0.531972 1986 0.50

ｹｰｿﾝ前面 14.24 6.57E-080.881978
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 9.87 5.07E-080.00 0.881978 1986 0.50酒田港

ｹｰｿﾝ前面 10.37 4.70E-080.861970
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 12.77 2.19E-080.00 0.861970 1985 0.50

ｹｰｿﾝ前面 5.94 5.72E-080.951975
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 8.52 5.93E-080.00 0.951975 1985 0.50

ｹｰｿﾝ前面 12.96 4.31E-080.97
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 11.82 4.49E-080.00 0.971980 1985 0.50秋田港

防波堤側面 20.23 1.18E-080.00 3.301968 1999 1.50苫小牧港 防波堤

高さ(m)(m)
構造形式港　名

Dap

(cm
2
/s)

C0

(kg/m
3
)部位

調査年
(年)

HWL
(m)

LWL
(年)

竣工年

※

桟橋

1969 2004 0.65 0.00 2.00 ｽﾗﾌﾞ 4.99 1.12E-08

※ 2.00 ｽﾗﾌﾞ 12.25 5.55E-09

※ 1.41 梁側面 8.60 1.06E-08

※ 1.30 梁側面 8.65 6.03E-09

※ 塩釜港

桟橋

1966 2005 1.60 0.00 2.75 ｽﾗﾌﾞ 9.53 3.55E-08

※ 2.75 ｽﾗﾌﾞ 16.43 2.01E-08

※ 2.28 梁側面 16.70 3.58E-08

※ 25.06 1.66E-082.49

※ 10.94 2.27E-081.90

※ 11.56 3.05E-082.29

室蘭港 防波堤 1970 1999 1.50 0.00 27.29 4.76E-082.98 防波堤天面

コア採取位置

梁側面

梁側面

梁側面
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付表-B.2 拡散係数一覧（その2） 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

空隙率
(mL/mL)

C0 Dap

(m) (m) 高さ(m) 部位 (kg/m
3
) (cm

2
/s)

HWL LWL
港　名 構造形式

竣工年 調査年
(年) (年)

ｹｰｿﾝ前面 15.05 1.58E-080.80
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 6.63 6.71E-080.00 0.801962 1986 0.50

ｹｰｿﾝ前面 17.19 3.37E-080.80
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 13.12 5.05E-080.00 0.801966 1986 0.50

ｹｰｿﾝ前面 20.32 1.86E-081.30
防波堤

ｹｰｿﾝ前面 9.08 5.11E-080.00 1.301975 1986 0.50伏木富山

千葉港

桟橋

1970 1995 2.00 0.00 2.25 梁下面 14.83 3.37E-09

2.25 梁下面 16.04 4.11E-09

3.25 ｽﾗﾌﾞ 13.15 6.30E-09

3.25 ｽﾗﾌﾞ 8.61 1.31E-08

金沢港 1980 1985 0.50 0.00 0.80 ｹｰｿﾝ前面 6.94 7.78E-08

1975 1985 0.50 0.00 0.43 ｹｰｿﾝ前面 16.59 5.87E-08
防波堤

0.43 ｹｰｿﾝ前面 12.00 1.09E-07

防波堤
1970 1985 0.50 0.00 0.60 ｹｰｿﾝ前面 16.72 8.68E-08

0.60 ｹｰｿﾝ前面 14.62 8.62E-08

防波堤
1965 1985 0.50 0.00 0.76 ｹｰｿﾝ前面 10.53 9.12E-08

0.76 ｹｰｿﾝ前面 17.69 3.33E-08

防波堤
0.80 ｹｰｿﾝ前面 7.28 4.16E-08

福井港
防波堤

1978 1986 0.50 0.00 1.26 ｹｰｿﾝ前面 5.32 3.78E-08

1.26 ｹｰｿﾝ前面 7.89 5.13E-08

防波堤
1974 1986 0.50 0.00 1.26 ｹｰｿﾝ前面 8.47 5.60E-08

1.26 ｹｰｿﾝ前面 12.27 5.52E-08

コア採取位置
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付表-B.3 拡散係数一覧（その3） 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

(mL/mL)
空隙率

部位 (kg/m
3
) (cm

2
/s)

岸壁前面 23.03 9.82E-09

高さ(m)(年) (m) (m)
C0 Dap調査年 HWL LWL

港　名 構造形式
竣工年

(年)

2.74

矢板式
岸壁

岸壁前面 19.90 8.34E-093.00

岸壁前面 21.22 9.47E-090.00 2.741981 2004 2.00千葉港

ｽﾗﾌﾞ 10.68 1.27E-082.70

桟橋

ｽﾗﾌﾞ 12.70 1.04E-082.70

ｽﾗﾌﾞ 17.06 7.65E-092.70

ｽﾗﾌﾞ 14.76 1.22E-082.70

梁 10.28 1.49E-082.30

梁 12.64 4.13E-082.30

梁 18.20 8.08E-092.30

梁 18.47 4.98E-090.00 2.301937 1998 2.00

ｽﾗﾌﾞ上面 3.58 5.72E-083.50
桟橋

ｽﾗﾌﾞ上面 3.79 6.37E-080.00 3.501955 2003 2.00川崎港

梁 26.24 2.46E-092.07

桟橋

ｽﾗﾌﾞ 2.60 1.34E-083.69

梁 20.45 1.30E-082.65

ｽﾗﾌﾞ 4.18 1.19E-082.99

梁 14.79 8.65E-090.00 3.691971 2004 2.10

梁 13.25 2.81E-082.65

桟橋

PC桁 4.88 5.52E-083.65

梁 12.41 2.84E-082.62

梁 23.69 2.59E-082.65

PC桁 4.83 2.92E-083.65

梁 14.09 4.02E-080.00 2.621996 2004 2.10東京港

コア採取位置
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付表-B.4 拡散係数一覧（その4） 

コア採取位置

ｽﾗﾌﾞ 4.49 6.00E-093.40

1.71 1.74E-082.65 梁下面2.00 0.00横須賀港 1965

2.30 1.51E-08

3.80 梁下面 18.42 4.73E-092.60 0.00
桟橋

2003

2.26E-08

名古屋港

4.25 ｽﾗﾌﾞ：陸 11.53

桟橋

2.612002 4.31E-09

2.55 1.58E-08

8.14

10.25 4.02E-08

8.11 6.66E-08

2.53 1.83E-084.25

1.29E-08

梁側面：陸

ｽﾗﾌﾞ：海

名古屋港 0.04

9.89

梁側面：海3.98

3.87

3.83

3.81

4.25

3.80

1973

1983

梁下面

梁側面：中間

梁側面：陸

ｽﾗﾌﾞ：陸

2002

13.35 2.61E-082.09 梁側面※

2.80 不明 4.68 8.98E-09

横浜港 1968 2004 2.00 4.80 1.04E-080.00 2.80 不明

2.09 梁側面 13.93 2.42E-08

1964 2004 1.70 0.00 2.60 ｽﾗﾌﾞ 16.21 2.22E-09

2.80 不明 5.89 8.55E-09
桟橋

2.80 不明 3.38 1.75E-08

※
桟橋

※ 清水港

1.87 梁側面 15.84 3.25E-09

2.70 ｽﾗﾌﾞ 15.19 1.19E-08

※

桟橋
※

※

1985 2004 1.70 0.00 2.70 ｽﾗﾌﾞ 10.08 1.70E-08

2.65 梁下面 7.05 3.69E-09

1.09 2.84E-083.40
桟橋

2.20 8.16E-093.40 ｽﾗﾌﾞ

ｽﾗﾌﾞ

14.27 1.43E-080.00 2.50 梁下面1962 2002 2.00

1.37E-082.50 梁下面 15.01

7.67 4.23E-092.50 梁下面

4.55 7.48E-093.40
桟橋

ｽﾗﾌﾞ

1.13 9.46E-093.40 ｽﾗﾌﾞ

桟橋 1967 1992 1.82 15.14 5.62E-090.28 2.80 梁下面

部位 (kg/m3) (cm2/s)

C0HWL LWL
港　名 構造形式

竣工年 Dap

(年) (年) (m) (m) 高さ(m)
調査年 空隙率

(mL/mL)

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.124

0.107

0.144

0.167

0.177

0.165

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-
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付表-B.5 拡散係数一覧（その5） 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

空隙率
(mL/mL)

-

(cm
2
/s)高さ(m) (kg/m

3
)(年) (m) (m)

C0 Dap調査年 HWL LWL
港　名 構造形式

竣工年
(年)

梁下面

梁下面

梁下面

1989

0.10

1988

1994

3.80

3.80

3.80

3.80

4.05

コア採取位置
部位

前面

16.19前面

2.05E-08

1.61E-08

1.10

1.10

前面1.10

前面 14.34

17.01

1.10和歌山下津港

桟橋

防波堤

防波堤

岸壁

岸壁
1995

2004

1975

0.10

0.00

0.10

0.30 0.00

1.90

1.90

15.80

2004

2002

1.60E-08

2.62E-08

舞鶴港 桟橋 3.31 3.90E-081.28 ｽﾗﾌﾞ

1966 2002 0.30 3.39 2.49E-081.45 ｽﾗﾌﾞ

2.58 2.40E-081.45 ｽﾗﾌﾞ

神戸港 1982 2004 1.70 14.14 8.01E-08-1.395 ｹｰｿﾝ前面

19.50 6.34E-08-1.390 ｹｰｿﾝ前面

11.68 7.56E-08-1.390 ｹｰｿﾝ前面

1982 2000 1.70 0.10 -4.72 ｹｰｿﾝ前面 29.33 9.88E-08

2.74 ｹｰｿﾝ上面 31.28 3.73E-08

2.74 ｹｰｿﾝ上面 30.32 2.89E-08

名古屋港 1973 2003 2.60 0.00 6.98 1.42E-08

6.06 2.43E-08

2.55 1.34E-08

梁下面 9.16 2.49E-08

（桟橋）

梁側面 17.89 3.76E-09

4.51 1.28E-084.05 梁側面

5.78 1.39E-084.05 梁側面

2.61 1.93E-084.05 梁側面

1.32 2.94E-084.05 梁側面

4.05 梁側面 5.25 1.70E-08

4.50 ｽﾗﾌﾞ 2.43 5.73E-09

4.50 ｽﾗﾌﾞ 1.86 1.76E-08

4.50 ｽﾗﾌﾞ 3.69 1.26E-08

4.50 ｽﾗﾌﾞ 1.68 1.89E-08

4.50 ｽﾗﾌﾞ 1.09 9.08E-08

1.01E-084.50 ｽﾗﾌﾞ 2.50

（※前頁からの続き）
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付表-B.6 拡散係数一覧（その6） 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

空隙率
(mL/mL)

-

(kg/m3) (cm2/s)

C0 Dap

(年) (年) (m) (m) 高さ(m)
港　名 構造形式

竣工年 調査年 HWL LWL

2.84E-083号ﾄﾞﾙﾌｨﾝ 10.15

桟橋

2号PF　ｽﾗﾌﾞ 16.62 2.53E-08

2号PF　梁 39.83 2.79E-08

2号PF　ｴﾌﾟﾛﾝ 11.42 4.22E-08

P4橋脚 14.14 4.53E-08

2-1号ﾄﾞﾙﾌｨﾝ 20.45 2.99E-08

1号PF　ｽﾗﾌﾞ 17.06 2.00E-08

1号PF　梁 53.37 2.70E-08

1号PF　梁 28.46 2.98E-08

1号PF　梁 21.00 2.31E-080.00 不明1976 2000 2.48

2号PF　ｽﾗﾌﾞ 19.82 9.20E-09

桟橋

2号PF　梁 38.93 1.78E-08

2号PF　梁 27.34 1.89E-08

2号PF　ｴﾌﾟﾛﾝ 18.21 2.70E-08

P3橋脚 31.47 1.01E-08

3号ﾄﾞﾙﾌｨﾝ 31.87 1.12E-08

1号PF　ｽﾗﾌﾞ 41.94 1.10E-08

1号PF　梁 22.97 2.24E-08

1号PF　梁 16.39 2.13E-08

1号PF　ｴﾌﾟﾛﾝ 26.12 1.31E-08

2号ﾄﾞﾙﾌｨﾝ 21.32 3.96E-08

14.84 1.76E-08不明 1号ﾄﾞﾙﾌｨﾝ1975 2000 2.48高松港

前面

前面 17.55 2.18E-08

0.00

1.10

1995

1990

1991

1992

防波堤

防波堤
前面1.10

部位

1.10

前面

前面

16.61

1.10

1.10

1.10

15.32

13.67

コア採取位置

0.102004和歌山下津港

1991

1971

1972

1983 26.97

28.39 4.94E-081.10

7.49E-08

1.90

前面

1.07E-08前面1.10

2.96E-082004 1.90 0.10

1.35E-08

19.16 9.83E-09

前面

1.11E-08

17.43
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付表-B.7 拡散係数一覧（その7） 

桟橋

桟橋

防波堤

桟橋

0.147

0.153

-

0.147

0.118

0.159

0.198

-

0.201

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

空隙率
(mL/mL)

-

(kg/m
3
) (cm

2
/s)

梁側面

Dap

(年) (年) (m) (m) 高さ(m) 部位
C0コア採取位置

港　名 構造形式
竣工年 調査年 HWL LWL

6.62 2.61E-080.85

梁側面 9.58 4.37E-080.85

2.10

2.90

3.05

ｽﾗﾌﾞ上面

梁側面

ｽﾗﾌﾞ

2.10 梁

1971

2.60

5.89E-061.321.80 0.00橘　港 1972 2001

1.85 1.50E-07

1.43 9.52E-07

2.10 梁 4.47 1.24E-08

1.78 2.24E-08

小松島港 2001 1.80 0.00 ｽﾗﾌﾞ 1.36 7.65E-08

3.05 ｽﾗﾌﾞ 3.74 3.23E-08

3.40 ｽﾗﾌﾞ上面 9.58 5.41E-08

2.55 梁側面 8.25 3.26E-08

2.55 梁側面 9.86 6.70E-08

3.40 ｽﾗﾌﾞ上面 6.95 7.84E-08

2.55 梁側面 4.89 4.60E-08

2.55 梁側面 3.76 3.90E-08

3.05 ｽﾗﾌﾞ 6.09 2.67E-08

3.05 ｽﾗﾌﾞ 5.06 2.05E-08

鳥取港 1976 2004 0.47 0.10 0.72 飛沫 29.37 1.36E-07

0.42 干満 16.21 4.23E-08

0.42 干満 17.78 6.80E-08

0.72 飛沫 20.01 9.20E-08

防波堤 1975 2004 0.47 0.10 0.72 飛沫 29.60 3.72E-08

境港港 桟橋 1967 1999 0.30 0.00 1.03 前垂れ前面 18.89 2.55E-08

1965 2004 0.30 0.00 0.85 梁側面 6.19 4.71E-08

0.85 梁側面 8.42 1.57E-08

※ 1.30 ｽﾗﾌﾞ 8.10 1.72E-08
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付表-B.8 拡散係数一覧（その8） 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.165

-

-

0.161

0.152

0.188

空隙率
(mL/mL)

C0 Dapコア採取位置HWL LWL
構造形式

竣工年 調査年
(kg/m

3
) (cm

2
/s)(m) 高さ(m)(年) (年) (m) 部位

港　名

3BLｽﾗﾌﾞ 9.60 2.28E-083.00

桟橋 2BL梁 18.17 4.06E-082.60

1BLｽﾗﾌﾞ 14.98 7.44E-080.07 3.001965 2002 2.16博多港

12BL梁 15.21 5.92E-082.60

桟橋

11BLｽﾗﾌﾞ 12.70 2.95E-083.00

10BL梁 12.13 6.37E-082.60

9BLｽﾗﾌﾞ 12.20 4.30E-083.00

8BL梁 13.08 3.80E-082.60

7BLｽﾗﾌﾞ 14.07 2.98E-083.00

6BL梁 17.96 7.13E-082.60

5BLｽﾗﾌﾞ 9.20 4.64E-083.00

4BL梁 13.50 3.88E-082.60

3BLｽﾗﾌﾞ 7.28 3.43E-083.00

2BL梁 19.62 3.28E-072.60

1BLｽﾗﾌﾞ 10.82 2.66E-080.07 3.002002 2.16

博多港 桟橋 2002 2.16 0.07 1.40 前垂前面 16.47 8.24E-09

防波堤 0.00 3.50 防波堤天面 20.86 1.04E-07

6.96E-08梁側面3.20

26.68
桟橋

8.24

1.46E-08梁側面3.20

3.65 24.44 3.08E-08ｽﾗﾌﾞ

19.81山口県柳井港 0.00 2.21E-08梁下面2.85

1986

1964

3.041972 2003

3.9019991969

※ 広島港

桟橋

1983 2004 3.79 0.00 4.30 ｽﾗﾌﾞ 3.70 9.97E-09

※ 3.65 梁側面 11.58 7.43E-09

※ 3.65 梁側面 15.79 1.30E-08

※ 3.95 梁側面 2.73 3.69E-08
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付表-B.9 拡散係数一覧（その9） 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

(mL/mL)

-

-

-

空隙率
(cm

2
/s)

C0 Dapコア採取位置
(m) (m) 高さ(m) 部位 (kg/m

3
)

HWL LWL
構造形式

竣工年 調査年
(年) (年)

港　名

6BLｽﾗﾌﾞ 11.87 2.43E-083.00

5BL梁 10.67 8.66E-082.60

4BLｽﾗﾌﾞ 11.51 3.96E-08

3.84E-08

3.00

2.60 3BL梁 13.28

6.78 6.30E-083.00 2BLｽﾗﾌﾞ

16.65 5.70E-082.60 7BL梁
桟橋

1BL梁 16.58 8.92E-080.07 2.601965 2002 2.16

13BLｽﾗﾌﾞ 12.20 5.62E-083.00

（桟橋）

12BL梁 15.27 3.53E-082.60

11BLｽﾗﾌﾞ 15.56 2.04E-083.00

11BL梁 11.26 8.23E-082.60

10BLｽﾗﾌﾞ 12.78 4.66E-083.00

13.54 3.82E-082.60 9BL梁

8BLｽﾗﾌﾞ 7.95 6.41E-083.00

10BL梁 12.13 2.44E-082.60

9BLｽﾗﾌﾞ 11.98 1.95E-083.00

8BL梁 11.53 1.88E-082.60

7BLｽﾗﾌﾞ 14.64 2.28E-083.00

6BL梁 15.60 3.06E-082.60

5BLｽﾗﾌﾞ 12.10 3.64E-083.00

4BL梁 18.86 2.96E-080.07 2.601965 2002 2.16博多港

3.00 12BLｽﾗﾌﾞ 18.84 7.47E-08

（※前頁からの続き）
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付表-B.10 拡散係数一覧（その10） 

注　「※」印は著者らがコアを採取したものを示す．

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

(mL/mL)

-

-

-

空隙率
(kg/m

3
) (cm

2
/s)

Dap

(年) (年) (m) (m)
コア採取位置

高さ(m) 部位
構造形式

竣工年 調査年 C0HWL LWL

前垂前面 11.12 1.29E-070.10 2.302001 1.90桟橋 1991

ｽﾗﾌﾞ下面 11.54 9.52E-082.65

桟橋

ｽﾗﾌﾞ下面 14.52 8.85E-082.65

梁下面 11.83 2.95E-081.85

梁側面 14.15 2.00E-072.15

岸壁

梁側面 18.14 1.97E-072.15

石垣港 桟橋

10.002.827 0.00 3.80 上部工上面

13.85 1.94E-08

1966 2004 1.28E-08

3.80 上部工上面

12.73 3.62E-083.80 上部工上面岸壁

鹿児島港 20041966 18.99 1.84E-083.80 上部工上面2.827 0.00

梁側面 15.281988 2002 1.90

前垂前面

5.99E-070.10 2.15

9.95 4.17E-080.10 2.251988 2001 1.90

18.10 8.91E-093.80 上部工上面

2.50E-083.80 上部工上面 14.30

前面 21.75 1.35E-082.80

1.38E-082.20 前面 16.37

2004 21.81 1.33E-082.75 前面3.30 0.00長崎港 1969

橋梁

岸壁

港　名

3.40E-08不明 橋台

1.60E-07不明 桁受梁部

17.13

2.96

23.19 2.14E-08不明 主桁

5.421999 不明 床版3.00 0.00福島港 1978 6.33E-08
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付表-B.11 解体調査結果における拡散係数一覧 

注　「※」印は著者らがコアを採取したものを示す．

-

0.164

0.142

-

0.131

0.126

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.167

-

-

-

-

0.142

0.161

-

空隙率
(mL/mL)

0.188

0.172

3.33E-081.20 梁側面 11.00※

桟橋
梁側面 15.8 2.10E-081.07

3.84E-08

※

0.94 梁側面 11.6※

梁下面 10.5 4.02E-080.00 0.77

1.82E-08

※ 境港 1965 2004 0.30

3.05 スラブ底面 17.21

1.86E-08

※

3.05 スラブ底面 15.47※

桟橋

スラブ底面 13.61 1.21E-083.05

9.27E-09

※

3.05 スラブ底面 16.54

10.14 1.50E-08

※

※

梁側面 10.00

2.27 梁側面

4.89E-082.27

7.47E-09

※

2.42 梁側面 19.32

20.95 6.90E-09

※

※

梁底面 7.90

2.41 梁側面

1.26E-082.05

5.02E-08

※

2.05 梁底面 5.50※

梁底面 12.00 7.36E-092.05

7.08E-09

※

2.05 梁底面 12.002.86 0.00※ 下関港 1968-1971 2001-2002

桟橋

はり 14.86 2.31E-08不明

2.47E-08

※

不明 はり 16.32※

はり 20.68 1.28E-08不明

1.39E-08

※

不明 はり 9.46

17.35 3.25E-09

※

※

はり 13.69

不明 はり

1.93E-08不明

5.31E-08

※

不明 はり 12.95※

はり 16.60 4.25E-08不明

3.87E-08

※

不明 はり 18.64

1.30E-07

※

不明 はり 7.552.16 0.07

部位 (kg/m
3
) (cm

2
/s)

※ 博多港 1965 2004

(m) 高さ(m)(年) (年) (m)
C0コア採取位置 Dap港　名 構造形式

竣工年 調査年 HWL LWL
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付図-B.1 塩化物イオン量分布 
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